
公益財団法人 北九州産業学術推進機構 

女性活躍職場の拡大に向けた専門家派遣事業実施要領 

 

（事業の目的） 

第１条 この事業は、女性に魅力のある職場づくりと就業率向上を図るため、人手不足や女性採用

に課題をもつ企業に専門家派遣を行い、女性が活躍する職場を拡大することを目的とする。 

 

（支援の対象） 

第２条 公益財団法人北九州産業学術推進機構（以下「機構」という。）が行う専門家派遣による

支援対象は、中小企業支援法第２条に規定する中小企業者、および任意のグループ（構成員のう

ち、中小企業者が３分の２以上を占め、中小企業者の利益となる事業を営むもの）とする。 

 

（専門家派遣企業等の審査） 

第３条 専門家派遣企業等の選定にあたり、理事長は専門家（専門家派遣事業実施要領第５条の規

定により登録された専門家（以下同じ。））の派遣を希望する中小企業者等を募集し、当該企業等

から様式第１の「専門家派遣申請書（女性活躍）」を提出させ、必要に応じて事業評価委員会（事

業評価委員会設置・運営規程第１条に規定する事業評価委員会（以下同じ。））に諮り、以下の①

から④の要件に照らして、意見を聴取するものとする。 

① 女性の採用や継続的な雇用を通じ経営の向上を目指す意欲ある中小企業者等であること 

② 女性の採用や継続的な雇用が経営の向上に資するという目的あるいは目標が明確であること 

③ 専門家派遣により、支援の効果が期待できる状況であると判断されること 

④ 既往の事業評価委員会において、専門家派遣支援の提案を受けた中小企業者等であること 

 

（採択決定） 

第４条 理事長は、専門家を派遣する必要性があると認めるときは採択の決定を行う。 

２ 理事長は支援対象に選定された中小企業者等（以下「支援対象企業等」という。）に対して、

その旨の通知を行う。 

 

（専門家の派遣） 

第５条 理事長は専門家の派遣に当たって、支援対象企業等の支援内容に応じ、単独または複数の

専門家に対して、診断助言による支援を行うことを依頼する。 

２ 派遣する専門家については、登録されている専門家の中からマネージャー（マネージャー等設

置規程（以下「設置規程」という。）第２条第１項に規定するマネージャー）が支援要請の内容

に合致した専門家を選定するものとする。 

３ マネージャーは、派遣を予定する専門家が、専門家の派遣を希望する中小企業者等と支援要請

の内容に合致するかを確認するために、採択の決定前に協議の場を設けることができる。 

  なお、その場合の、派遣を予定する専門家への謝金、旅費等については、別表でこれを定める。 



 

（派遣回数、謝金単価等） 

第６条 専門家の派遣回数は、一企業につき３回を限度とする。謝金単価、旅費等については、別

表でこれを定める。 

 

（支援対象企業の費用負担） 

第７条 本事業における専門家の派遣については、回数に関わらず支援対象企業等から費用は徴収

しないこととする。 

  

（暴力団等の排除） 

第８条 自己又は自社の役員等が次の各号に該当するものは、専門家派遣や専門家登録の対象とし

ない。 

  （１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下、「暴対法」という。）

第２条第２項に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

  （２）暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  （３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者。 

２ 専門家派遣要請者、専門家派遣登録申請者又は登録専門家は、必要な官公庁への照会を行

うことに同意するものとする。 

  ３ 理事長は、専門家派遣要請者、専門家派遣登録申請者又は登録専門家が、第１項各号のい

ずれかに該当することが明らかとなった場合は、要請者への派遣を取り消し、登録申請を拒

否し、又は登録を取り消すことができる。 

４ 前項の場合において、機構に損害が生じた場合、要請者、登録申請者又は登録専門家は、

その損害を賠償する責めを負う。 

また、要請者、登録申請者又は登録専門家に損害が生じても、機構はその損害を賠償する

責めを負わないものとする。 

 

（専門家の守秘義務） 

第９条 専門家は、派遣を引き受けることにより知り得た企業の秘密を厳守するとともに、これを

自己の利益のために利用しないものとする。 

 

（派遣の中止） 

第１０条 本事業の目的若しくは内容を逸脱した行為を行ったと認められる場合、又は社会的に違

法、不適切な行為を認められる行為があった場合等は、専門家派遣を中止するものとする。 

 

（報告書の提出） 

第１１条 理事長は専門家による診断助言の支援が終了した後、速やかに専門家から様式第３、専

門家の派遣を受けた中小企業者等から様式第４によりそれぞれ報告書を提出させるものとする。 



 

（謝金等の支払方法） 

第１２条 専門家に対する謝金等の支払については、前条の報告書の提出を受けた後、支払うもの

とする。 

 

（事後評価及び効果の確認） 

第１３条 機構は、第１１条に基づき提出された報告書等により、支援内容について評価を行うと

ともに、一定期間経過後に対象企業に対してヒアリングを行う等により、随時事業効果の把握に

努めるものとする。 

 

（成果の普及） 

第１４条 機構は、本事業による支援により、その効果が確認できた案件について、市内中小企業

者等に情報提供することにより、同様な問題を抱える中小企業者等の迅速な問題解決に資するも

のとする。 

 

（補足） 

第１５条 この要領の実施に関し、必要な事項は理事長が別に定める。 

 

附則  この要領は令和７年４月１日より実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表 

 

専門家派遣事業の謝金単価等について 

 

１ 「女性活躍職場の拡大に向けた専門家派遣事業実施要領」（以下、「要領」）第５条第３項

および第６条の規定に基づき、専門家派遣事業に係る謝金等について、以下のとおり定める。 

区  分 専門家派遣 

対  象 

● 女性の採用や継続雇用のための人事・労務改善支援 

● 女性が働きやすいオフイスや店舗づくりのための支援 

● 製造業における女性が活躍するための現場改善支援 

● 女性が活躍するための技能指導や研修等のマニュアル作成支援 等 

謝金単価 
２８,５００円／回 

ただし、要領第５条３項における協議の場合は、１３，０００円／回 

旅  費 

（県内のみ） 

財団旅費規程により算定する。 

ただし、日当支給はしないものとし､県内の旅費をすべて支給する。 

派遣回数 

 

一企業３回以内 

 

履行確認 報 告 書 等 

受益者負担 なし 

＊上記の各謝金単価には、消費税相当額及び地方消費税相当額を含む。 

２ 専門家に対する謝金等は、報告書等の提出を受けた後、支払うものとする。 

３ この基準によらない場合は、別途決裁を受けるものとする。 


